
被災者状況調査の実施状況について 
 

被災地内への被災者の再建見込（予定含む）は 

７２世帯／１０８世帯 66.6％ 

１５５人／２２３人  69.5％  です 

今年の夏頃までには、被災地内での戸別再建を希望

する方のうち、約６割の方の住宅が再建される見通し

です。 

 

１ 回 答 状 況  １４５世帯のうち７２世帯の回答（49.6％） 

２ 被災者の状況          （平成 30 年３月１日現在） 

被災者数：１４５世帯 ２６０人 

  

（１）居住していて被災された方：１０８世帯 ２２３人 

 ① 部分焼または再建済み等で被災地内に居住済みの方 

１６世帯 ４１人 （１５世帯 ３６人） 

② 被災地内で再建の意向（現在は仮住まい） 

５６世帯１１４人 （５８世帯 １２１人） 

③ 被災地外で再建の意向（現在は仮住まい）又は再建済み 

３２世帯 ６３人 （３０世帯 ６１人） 

④ その他（未定・市外転出） 

４世帯  ５人 （５世帯 ５人） 

（2）建物所有のみで被災された方：３７世帯  ３７人 

※①から④の（）内は平成 29 年１１月 30 日現在の世帯数、人数 

※②には、死亡５人が含まれます。出生はいずれにも含めていません。 

※未回答者は、従前の情報を利用 

 

３ 被災地内の住宅再建の時期 

○着工年月 

時 期 件数 

着工済  １４件 

30 年 3 月～５月 １１件 

30 年予定  １１件 

未定 ２件 

総  計 ３８件 
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○完成年月 

時 期 件数 

30 年 3 月～８月 ２２件 

30 年 9 月～12 月 ７件 

30 年予定 ７件 

31 年以降、未定 ２件 

総  計 ３８件 

 



４ ご意見など自由記載欄 全１６８件のご意見を頂戴いたしました。 
※（ ）内は関連する意見の数 

 

○主な意見                

（１）防災防火に関すること（26） 

・防火水槽、消火栓などの消火設備充実に向けた整備への期待（７） 

・防災出前講座など、防火に関する啓発活動の継続希望（７） 

・被災地域以外の住宅密集地域への防火対策の推進（２）   など 
 

 

（２）にぎわいづくりに関すること（40） 

・被災地内への食料品店等（コンビニなど）の誘致の希望（10） 

・にぎわいについて、外部から人を呼び込む観光・商業的「にぎわい」

と、生活する住民が集う「にぎわい」の両意見が混在（８） 

・住みやすさを一緒に考えてほしい（５）          など 
 

 

（３）景観やまちの不燃化に関すること（33） 

・形状や色彩など、景観ガイドラインの内容に関する意見（12） 

・建物の景観、不燃化などの費用の負担（４）        など 
 

 

（４）日常生活や健康に関すること（32） 

・被災地内への食料品店等（コンビニなど）の誘致希望   （11） 

・健康支援への感謝とこれからの健康への不安       （５） 

・市営住宅に併設される訪問診療所への期待 （２）     など 
 

 

（５）住宅に関すること（23） 

・市営住宅に関して、入居を希望される方の部屋の希望や、住宅の建

設位置や構造などへの意見（８） 

・住宅再建支援制度の申請手続きの簡素化など（２）     など 
 

 

（６）その他（14） 

・義援金などの支援や感謝の言葉 

・復興まちづくり情報センターの運営、被災地内の工事に関すること 

                             など 

 
問合先 糸魚川市復興推進課 復興係 

 電話番号 025-552-1511(代表) 



被災事業所状況調査の実施概要について 

営業中の被災事業所は 

 44 事業所／56 事業所 78.6％  です 

計画対象地域内※１の被災事業所の再建見込み（予定を含む）は  

31 事業所／56 事業所 55.4％  です 

※１ 計画対象地域：復興まちづくり計画の計画範囲（約１７ha） 

 

１ 回 答 状 況  56 事業所のうち 56事業所の回答（100.0％） 

２ 被災事業所の状況          （平成 30 年３月１日現在） 

被災事業所数：56 事業所 

  

（1）営業中  44 事業所 

 ① 計画対象地域で再建済み        10 事業所 

② 計画対象地域外で再建済み        12 事業所 

③ 今後、計画対象地域で再建予定     10 事業所 

④ 今後、計画対象地域外で再建予定   ３ 事業所 

⑤ 部分焼等で大火直後から営業継続   ９ 事業所 

（2）休業中   ６事業所 

 
① 今後、計画対象地域で再建予定     ２ 事業所 

② 未定                ４ 事業所 

（3）廃 業   ６事業所 

◆表の見方 

・(1)①、③、⑤、(2)①の合計（31 事業所）が、復興まちづくり計画の計画対

象地域内で再建見込みとなる数です。 

 

【参考】12 月 19 日付け被災者・関係者説明会資料との比較 

区分 今回調査 
12/19 付

資料 
増減 

（1）部分焼等被災地内で営業 9 9 0 

（2）被災地内で再建の意向 12 13 △1 

（3）被災地外で再建の意向 25 24 1 

（4）未定 4 7 △3 

（5）廃業 6 3 3 
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３ 再建予定時期 

時  期 件 数 

30 年 3 月～５月  3 件  

30 年 6 月～８月 2 件 

30 年 9 月～12 月 3 件 

31 年以降、未定 7 件 

総  計 15 件 
◆表面の表２の(1)③、④、(2)①の計 15 事業所の再建予定時期です。 

 

４ 廃業の理由 

理  由 件 数 

高齢のため  ２件  

金銭的な理由 ２件 

集客が見込める物件がないため １件 

未回答 １件 

総  計 ６件 

 

 ５ 自由意見   

 道路の美装化やにぎわいの拠点施設へのご意見や支援制度への感謝

のご意見をいただきました。 

 

問合先 糸魚川市商工農林水産課 

    企業支援室 商工労政係 

 電話番号 025-552-1511(代表) 

･･･一部供用開始を含む 



ブロック別意見交換会の開催状況について 

～ 各ブロックの開催状況をお知らせします ～ 

３月からブロック別の意見交換会を開催していま

す。各会場でいただきましたご意見等についてお知ら

せいたします。 

 

１ まちの将来イメージ（案）について 

 （１）道路の美装化について 

  ◎主な意見 

   ・藪西通り線は一方通行か？ 

   －６ｍに拡幅されるので、対面通行となる予定だが、地元の 

意見も聞きながら決定したい。 

   ・松葉が落ちるので、切込みでなくインターロッキングで。 

   ・消雪パイプのエリアを拡大できないか？ 

   －水量に限りがあるので、拡大はできない。 

   ・石畳は車いすの移動が困難になる。 

 

 

（２）広場の整備について 

 ◎主な意見 

  ・それぞれの広場はどんなイメージか？ 

  －まだ決まっていない。現在、設計中。 

  ・公衆トイレを作ってほしい。 

 

（３）無電柱化について 

 ◎主な意見 

  ・箱型のトランスを道路に置くことで、道路幅が狭くなるこ 

とはないか？ 

  －なるべく、広場等に置くようにして、道路幅に影響がない 

ようにしたい。 

  ・箱型トランスの設置場所を早く決めてもらいたい。  
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（４）市営住宅について 

 ◎主な意見 

   ・ゴミ箱の位置を考えてほしい。 

   ・入居した被災者がいなくなった場合、その後は一般公募す 

るのか？ 

   －基本的には一般公募が原則だが、市の施策により若者や子

育て世代を優先的に入居させることもある。 

   ・訪問診療所は周辺の住民も利用できるのか？ 

   －寝たきり等、一人で通院困難な方が対象なので利用できな 

い。 

 

 

２ にぎわいづくりについて 

  ◎主な意見 

   ・にぎわいづくりは非常に難しいと思う。 

   ・高齢者が多いので、長い先のことまで考えられない。 

   ・子どもが雨でも遊べる施設が必要。 

   ・近隣に公民館やヒスイ王国館があるので、そことの差別化 

を考えてほしい。 

  ・スーパーやコンビニ等がほしい。 

  ・拠点施設は、将来の負担のことを考えると今ある建物を取

り壊してまでやる必要があるのか疑問。 

  ・高齢者向けのものがないが、高齢者も元気になるような施 

策も考えてほしい。 

  ・今でなければできないことをやってほしい。 

  ・駐車場も考えてほしい。 

  ・食彩館を作ってもらいたい。 

  ・火元のところにも何か作ってはどうか。 

  ・新幹線を下りてまずは海望施設にという人を見かけるので

海望施設に期待している。 

 

 

 

 

問合先 糸魚川市復興推進課 

電話番号 025-552-1511(代表) 



防災とにぎわい拠点施設の検討状況について 
 
 

防災とにぎわいの拠点施設における民間事業者の

参入の可能性等を探るために、市内外の事業者との対

話（意見交換）を実施しています。 

 

１ 民間事業者との対話（サウンディング調査）の状況 

 市が考えるにぎわいのコンセプト「若者・子育て世代が集いたく

なるヒトづくり・マチづくりのたまり場」づくりに向けて、拠点施

設等への民間事業者の参入意向を聞き取っています。 

 

 【実施済み】 

 約３０社（建設、不動産、物販、飲食、宿泊、コンサルタント等） 

 

【これから実施】 

 ８社（３／２２（木）と２６（月）に市役所で実施） 

 

 

２ 民間事業者からの主な声 

・民間単独での事業展開はいずれの業種においても消極的。 

・特に商業中心（スーパーやショッピングモール）での参入は、現

時点では難しい。 

・若者や子育て向けの公共機能とホテル等の宿泊施設、マンショ 

ン等の住宅との複合施設であれば、検討の余地あり。 

・コンビニは、テナントであれば参画も可能。 

 

 

  いずれも、現在計画している敷地において、建物がない状態を

前提条件にしての意見。 
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１ 防災とにぎわいの拠点施設 検討範囲 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

    

 

 

２ 現在の状況 

・にぎわいづくりのコンセプト実現に向けて、子育て支援や交流ス

ペースなど行政が担う機能とその規模について検討しています。 

 

・施設の検討範囲すべてで事業を行う場合には、多額の費用が必要

であり、民間事業者の参入による官民連携事業が不可欠となって

います。 

 

・また、何より地域の皆さまや地元経済界、地権者や地域事業者の

協力とにぎわいづくりに向けた機運の盛り上がりなくして、市が

多額の費用をかけて事業を行うことはできず、事業範囲を必要最

少限とする可能性もあります。 

  

 

引き続き、民間の参入意向を把握しつつ、地域の皆さんや事業者

の声を聞きながら、将来の世代に「負担」ではなく「財産」として

受け継いでいけるよう事業内容や規模について慎重に検討を進め、

６月をめどに方向性を出したいと考えています。 

民間事業者の参入の可能性調査とあわせ、行政で取

り組む機能や事業規模の検討を進めています。 

問合先 糸魚川市復興推進課にぎわい創出係 

    電話番号 025-552-1511(代表) 

検討対象面積：最大約 2,800 ㎡ 
（左図中：    の範囲） 

 

※検討範囲は最大を示したものであ

り、事業内容等により減少する場合

があります。 

被災エリア 
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行政 民間 

参考 コンセプト実現のための機能例 

■子育て支援センター ■屋内遊具広場 ■一時預かり保育 

■ギャラリー・展示空間 ■コワーキングスペース（※） 

■ミニシアター ■ミニ図書館 ■屋内軽運動場 

■テナントショップ ■コンビニエンスストアー 

■カフェスペース 

■子育て世代向け住宅 

子
育
て 

交 

流 

ビ
ジ
ネ
ス 

【注】行政・民間の配置位置を含め写真はあくまでイメージです。 （※）月極や時間制で、働く場所や設備を
共有することで交流も生み出す場所。 



ＶＲ（仮想現実空間）の活用について 

～まちづくりの計画を立体的にご覧いただけます～ 

広場や道路の美装化、雁木の再生などの事業計画を

パソコン上で立体的に再現することで、皆さまのご意

見等を計画に反映させていきます。 

 

１ 活用の場面 

   被災者説明会やブロック別意見交換会などで、計画案を立体

的にご覧いただくことで、紙資料よりも理解が深まり、皆さま

のご意見等を事業計画により反映させやすくなります。 

    例えば… 広場や雁木空間のイメージ 

       道路美装化や無電柱のイメージ 

２ 皆さまへのお願い 

   今ある建物や再建中の建物等をより現実に近い形で再現した

いことから、被災地内及びその周辺の建物について業者が外観

の写真撮影を行いますのでご協力をお願いします。 

   業者名：パナソニック㈱ 

 

３ 体験視聴できます 

   復興まちづくり情報センターで、復興市営住宅の外観イメー

ジを体験視聴（操作）することができます。 
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問合先 糸魚川市復興推進課復興係 

 電話番号 025-552-1511(代表) 



 

（参考）他自治体での導入事例 

※パナソニック㈱ パンフレットから引用 



～ 復興まちづくり情報センターからのお知らせ ～ 

復興情報紙ＨＯＰＥを発行しています！ 

 駅北大火の記憶を次世代につなぐため、ホームペ

ージや情報紙などで、地域情報を発信しています。

情報紙「ＨＯＰＥ
ホ ー プ

」は、センターや商店街でご覧に

なれます。被災4区にも回覧をお願いしています。 

① 発行の頻度  月２回 

② 情報紙配布施設 

  ・復興まちづくり情報センター、市役所 

  ・ロの字商店街（順次、各店舗に置いていただいています） 

  ・大町、緑町、中央、新七区（月に一度回覧してもらっています） 

  ※ホームページ「HOPE糸魚川」からもダウンロードできます。 

 

復興まちづくり情報センターで特定相談 

活動を始めます！ 

 市民の不安感の解消と早期の復興を支援するた

め、復興まちづくり情報センターを会場に特定相談

活動を4月 10日から開始します。 

① 経営相談活動 

・活動日 毎週火曜日 午後1時 30分から4時まで 

 ・相談対象者 市内商工業者（被災事業所に限定しません） 

・相談対応者 商工会議所経営指導員または企業支援室職員 

② 生活、一般相談活動 

・活動日 毎週木曜日 午後1時 30分から4時まで 

 ・相談対象者 市 民（大火復興に関する相談） 

・相談対応者 集落支援員または生活支援相談員 

問合先 復興まちづくり情報センター 

野村、矢島、斉藤 

 電話番号 025-555-7244 



 

 

 

 

 

 


